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１．目的

この計画は、九州電力株式会社玄海原子力発電所（以下、「玄海原子力発電所」という。）において、万一の原子力災害が発生するなどし、避難指示等が発令された場合に対応すべき必要な事項を定め、（法人名・施設名）の入所者、勤務する職員及び出入りするすべての者（以下「利用者等｣という。）を安全に避難させることを目的とする。

２．施設管理者の役割

施設管理者は、地元自治体（県・市）との連携により、原子力発電所の事故の情報や避難・屋内退避等に関する情報を早期かつ正確に入手し、（法人名・施設名）として、入所者等を原子力災害時の避難先（30km圏外）へ適切に避難を完了させるとともに、避難先において入所者のケア等を実施する。 

このため、施設管理者は、本計画に基づき施設職員を指揮し、業務を行なう。
３．避難計画の作成及び変更
防災対策等の実施にあたっては、県、市町、消防署及び警察署はもとより、消防団等の地元関係者、他の施設及び利用者の家族とも十分に連携を図る。
県及び市町地域防災計画は、年１回程度改訂されるので、本編・資料編の関係箇所を確認するとともに、

施設において、毎年度、見直しを行い、必要に応じて、避難計画を修正する。

また、県からガイドラインの改訂通知があったときは、適宜見直しを行う。
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	Ⅰ　平常時における対策


１．施設の状況確認

（１）立地の確認
本施設の所在地　　●●市●●町●番●号

施設設置年月日　　●年●月●日　建設（●年一部改修）

　
	※昭和５６年５月３１日以前の建物について
　　耐震診断の実施及び耐震性の有無
　　耐震診断　　実施済み　・　未 実 施　　　　　
　　診断結果　　耐震有り　・　耐震無し
　　耐震補強　　実施済み（○年○月○日）　・　未実施


本施設は、玄海原子力発電所から南南東<p>、●kmに位置し、主要地方道●●●線沿いに位置し、来客用駐車場も施設に隣接し、普通車●台の駐車が可能である。
（２）入所者、職員数
本施設の入所定員は、●人、●年●月●日現在、入所者は、●人、職員数は、●人である。

（３）設備の確認

①　情報収集・伝達手段

・　情報収集

防災ラジオ、テレビ、防災行政無線（個別受信機）、携帯電話、衛星携帯電話（配備している資機材を記載）
・　情報伝達

施設内の一斉放送システム等（配備している資機材を記載）
②　保有車両等
	車種
	車種
	車番
	定員
	備考

	普通車
	ﾄﾖﾀ　●●
	**-**
	5人
	

	ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


上記、車両では、定員ベースで、●人分が不足しているため、

・　福祉タクシー　　●台　　・・・　●●（株）　TEL　*******　

・　中型バス　　　　●台　　・・・　●●市役所　TEL　******

に、手配する（平時からの打合せ、調整が必要）ものとする。
⇒　「３．避難への備え」に記載
③　避難用備品
災害用持ち出しセット　・・・　●セット

避難用持ち出し袋（入所者用）・・・　●セット

大人用おむつ　　・・・

常備薬

・・・

④　ライフライン（電気・ガス・水道）の代替手段
飲料水貯水槽兼用受水槽（●トン）

自家発電装置　（●時間対応可能）
災害時のために飲料水貯水槽兼用受水槽や自家発電装置の設置を検討する。

⑤　家具等の転倒防止措置
家具の転倒防止措置　　・・・済、未済み

廊下、食堂、ホールなどには転倒して、避難の妨げとなる不必要な備品等はおかないようにし、書棚、ロッカー等は床、壁に金具などで固定しておく。

２．応急対策への備え

（１）情報収集手段の確保
地元自治体からの連絡手段の確認及び地元自治体への連絡先を確認する。 

また、地元自治体の「防災メール」の受信登録及び職員への登録を指導する。 

情報収集手段（テレビ、ラジオ、地元自治体のホームページ、ケーブルテレビの告知端末等）の整備に努める。

（２）職員や施設内外との連絡体制の整備

緊急時に備えて、防災連絡網や緊急連絡先一覧表等を作成する。
	（緊急連絡先例示）
民生委員・児童委員、町内会、ボランティア団体、家族
市町担当課、消防、警察、協力医療機関、電気設備等保守管理業者等


また、施設外部と電話が通じない場合の緊急時の連絡方法を検討しておく。

	（連絡方法例示）
メール、災害伝言ダイヤル等


（３）災害対応組織、職員の役割分担
地元自治体（県）等から、玄海原子力発電所において、重大な事故が発生したという情報を入手した場合に、本計画に基づき災害対応のための災害対策本部を設置できるよう、職員の役割分担等を整理するとともに、とともに、今後の避難指示、屋内退避指示等も想定した避難準備体制をとる。
職員の役割分担

　・・・班

　・・・班

　・・・班　　⇒　詳細は、「Ⅲ　職員の役割分担等」に記載
（４）危険物の管理、確認

ガスの供給元栓の場所を確認するとともに、
火気使用器具（ガスコンロ）等や可燃性危険物からの出火や延焼に対する予防対策を検討しておく。

（５）利用者リストの準備

安否確認のため、利用者に関する情報を電子データ及び紙ベースで管理し、必要となった場合に、市町災害対策本部等に提供できるように準備しておく。

①　担送、護送、自走（独歩）の別により記載
②　持病、使用医薬品等を記載

　※　平常時においては、個人情報保護の観点から情報の管理に十分留意しておく。

（６）食糧等の備蓄
食糧の備蓄と緊急時に必要となる物資、機材のリストを作成し、非常用持ち出しセットを準備しておく。

入居者の避難持ち出し袋も準備しておく。

（７）防災訓練、防災教育の実施
①　施設内の防災訓練の実施

施設長は、防災計画を作成のうえ、情報収集、情報伝達、避難誘導などの決められた役割分担、任務に基づいて、定期的に施設内の防災訓練を実施する。

その際には、可能な限り、利用者にも参加を促す。

②防災教育の実施

災害の基礎知識、平常時の防災や災害時の役割等の防災教育を毎年度（研修の頻度を記載する。採用時、年1回等）、実施する。

【研修内容】
	例示

（ⅰ）原子力災害の特殊性
（ⅱ）情報受伝達体制と伝達先の確認（情報の受け方、発信方法）
（ⅲ）避難誘導（誰が誰をどこへ避難させるのか、要介護者の避難方法、階段避難方法等）
（ⅳ）避難計画の周知


	区分
	実施回数
	実施要領

	職員
	新規採用
	採用時○回
	設備器具の取扱い、実技、原子力防災計画の

	
	継続雇用
	年○回
	内容、防災用設備等の点検

	入所者家族
	新規利用
	入所時○回
	避難経路、避難先、家族等への連絡方法、

	
	継続利用
	１年○回
	原子力災害にかかる避難計画の説明・家族会議

	
	
	
	等で説明


（８）地域住民とのネットワークの構築

高齢者をはじめ、障害者やこどもなど（以下「高齢者等」という。）が安全に避難するためには、周辺の地域住民の協力や理解が不可欠となる。

地域の行事への参加など、日頃から積極的に地域との交流に努める。

地域で実施する防災訓練に積極的に参加することなどにより、地域とのコミュニケーションを図るとともに、施設と地元消防団、自主防災組織や町内会、婦人防火クラブ等の民間防火組織の間で、あらかじめ災害時に支援が得られるよう努める。

３．避難への備え
（１）避難先の確保

①　一般の避難所への避難が困難な利用者

一般の避難所への避難が困難な利用者の避難先は、次の施設とする。

○○老人ホーム

      所在地  ○○

      連絡先  ○○（電話番号、FAX、メールアドレス等）

      担当者 

△△老人ホーム

      所在地  △△

      連絡先  △△（電話番号、FAX、メールアドレス等）

      担当者 

②　原子力災害発生時における利用者

原子力災害発生時における利用者のUPZ外の避難先は、次の施設とする。
○○老人ホーム

      所在地  ○○

      連絡先  ○○（電話番号、FAX、メールアドレス等）

      担当者 

△△老人ホーム

      所在地  △△

      連絡先  △△（電話番号、FAX、メールアドレス等）

      担当者 

（２）避難車両の確保
施設車両・職員車両及び近隣地域住民等の協力車両で必要数を確保するが、必要数に満たない場合は、市町や防災関係機関（警察、消防）にその旨を説明し、協力が得られるようにしておく。

避難車両数　総計　　台　　人分
　内訳）

（３）避難経路の確認

避難経路について、複数の経路を確認し、必要に応じ、訓練等で実査を行う。

避難経路１　～　～　～

避難経路２

避難経路３

あらかじめ避難経路を記載し、誰もが確認できる場所に掲示する。

（４）入所者の避難方法の周知
入所者ごとに避難する方法（徒歩、車いす、ストレッチャー等）を色分け等により、職員が認識できるようにしておくとともに、プラカード、ゼッケン等を準備しておく。

（５）時間帯、気候等状況に応じた避難への対応

日中、夜間等の時間帯、気象状況をはじめ、避難時における職員数や利用者の状態、地域住民等の応援体制の状況に応じた避難について、検討しておく。
（６）避難のタイミング

原子力災害時の緊急事態は、「警戒事態（警戒事象）」、「施設敷地緊急事態（特定事象）」、「全面緊急事態」の３つに区分されており、避難（屋内退避を含む）については、「全面緊急事態」となった時点から実施する。

「全面緊急事態」に至った後は、防護措置の判断基準となる空間放射線量に応じて市町災害対策本部等より出される指示に従って避難等を行うこととなる。

宿直等の職員は、警戒事象の発生を認知した時、災害警戒のため応援が必要な場合には、初動担当者（予め定めておく）に出勤を要請する。

職員の参集が必要な事象をあらかじめ整理し、職員の参集が必要な場合には、速やかに防災情報連絡網により連絡し、参集できる体制を整備する。

（７）持参する資機材

災害用持ち出しセットや入居者の避難用持ち出し袋、特に、通常の避難所で準備することが困難な大人用紙おむつ、軟らかい食糧、常備薬を準備しておく。

また、避難時には必ず持ち出すよう、職員に周知しておく。
	Ⅱ　原子力発電所事故時の対策


１．情報収集・情報伝達及び態勢の確立
	（警戒事態発生後の初動対応）

	宿直等の職員は、警戒事象の発生を認知した時、災害警戒のため応援が必要な場合には、初動担当者に出勤を要請する。
また、要請を受けた初動担当者は、速やかに出勤し、災害警戒にあたる。
施設の管理者は、その他の職員の参集が必要であると判断した場合には、速やかに防災情報連絡網により、職員の出勤を指示する。

	（施設敷地緊急事態発生時の初動対応）

	勤務時間外の職員は、施設敷地緊急事態の発生を認知した時、直ちに出勤する。
ただし、家族の救護又は屋内避難準備等を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤する。
施設の管理者は、直ちに防災情報連絡網により全職員の出勤を指示する。

	（全面緊急事態発生時の初動対応）

	勤務時間外の職員は、全面緊急事態の発生を認知した時、直ちに出勤する。
ただし、家族の救護又は屋内避難を行う場合には必要な措置を講じた後、速やかに出勤するものとする。
施設の管理者は、前項の規定に基づき、直ちに防災情報連絡網により全職員の出勤を指示するものとする。


防護措置の基準
	
	事象
	PAZ（～5km）
	UPZ（5km～30Km）

	警戒事態
	（例）
県内で震度６弱の地震が発生
	・避難に時間を要する施設において避難準備
	－

	施設敷地緊急事態
	（例）
玄海原子力発電所の全交流電源喪失状態が30分以上継続
	・要援護者の避難実施
・一般住民の避難準備
・安定ヨウ素剤の服用準備
	・屋内退避準備

	全面
緊急事態
	（例）
玄海原子力発電所の全ての非常用炉心冷却装置による注水が不可能
	・一般住民の避難開始
・安定ヨウ素剤服用
	・屋内退避実施
・安定ヨウ素剤服用準備
・避難等の準備


（１）テレビ、ラジオ等からの情報入手等
施設の管理者は、テレビやラジオ、インターネットなどの最新の情報に注意し、事故の段階に応じて、職員を参集させる。（参集基準の整備）。
衛星携帯電話等の非常用の通信手段を活用し、市町災害警戒本部等へ連絡をとり、必要な情報収集を行う。
（２）市町防災担当課や防災関係機関との連携
地元自治体（県・市）の発表情報やテレビ、ラジオなどの災害情報を入手し、その情報を共有するなど、最新の情報を把握するとともに、避難支援者や防災関係機関との連携を図る。
（３）災害対応組織の設置

地元自治体（県・市）等から、玄海原子力発電所において、重大な事故が発生したという情報を入手した場合は、本計画に基づき災害対応のための災害対策本部を設置するとともに、今後の避難指示、屋内退避指示等も想定した避難準備体制をとる。

（４）初動態勢の確立

①　消火活動の準備

火元を点検し、ガスの閉栓や電熱器具を切るなど、不要な火気の使用を制限する。

火災の発生を防ぐため、その他危険物の保管、設置について緊急チェックを行う。

②　救護活動の準備

必要な医薬品、衛生用品、担架、車椅子など救護運搬用具が揃っているか確認する。

利用者の健康状態を確認し、各々に対応した救護活動を準備し、避難が必要になったときに備える。

③　緊急物資確保の準備

食糧や機材などを点検し、補充が必要なものは、緊急に確保するよう努める。

④　避難誘導の準備

利用者の避難方法、点呼などの安全確認方法、持出品、などについて確認するとともに、避難経路、避難方法について確認する。
（５）職員、利用者への情報提供

職員や利用者へ定期的に情報を伝えることにより、施設内の不安を解消する。

（６）屋内退避（避難までの措置必要でない場合）の対応
窓を閉め、換気扇を止める等の処置を行うとともに、備蓄食糧、飲料水、救急医薬品等を確認する。
２．避難誘導等
（１）情報収集、通信手段の確保

市町・県・国のホームページやテレビ（ケーブルテレビ）、ラジオ、防災メール、防災行政無線等から、次の情報を収集する。

衛星携帯電話等、災害時に強い通信手段により通信する等により、通信を確保する。

①災害情報（トラブル情報、事故の進展情報、緊急事態宣言情報、放射性物質の環境への影響の有無（モニタリング情報）など）

②国や地元自治体(県･市)の対応状況

③施設（住民等）のとるべき対応（避難準備、屋内待避、避難等）

④避難にあたっての具体的な情報（避難先(変更時）、避難車両等の到着時間等）

⑤避難ルートの道路情報や避難先の気象情報など必要な情報

（２）情報伝達、家族への引継ぎ等

入所者家族、関係機関等（必要に応じて具体的に記載）への避難情報等を伝達する。

入所者の家族、関係機関等（必要に応じて具体的に記載）へ避難先、出発予定時間、到着予定時間等を連絡する。
家族等への引き継ぎが可能な入所者（一般の避難所を利用可能なかた）を家族等へ引き継ぐ。

引取時の混雑から、人違いで他人へ利用者を引き渡すことがないよう、引き取りに来られた家族等に直接引き渡すとともに、引取者の氏名、住所、連絡先、引取年月日、時刻などの記録を必ず残しておく。

（３）支援者の確保

（４）避難先との連絡

（避難指示前）
あらかじめ選定（協定締結）した、避難先●●に対して、避難指示があった場合の避難者数（入所者、職員）、避難経路及び必要となる資機材等について連絡する。

（避難指示後）

避難開始時に、避難先に対して、避難者数、避難経路及び必要となる資機材等について、連絡する。

（５）避難経路の安全性確認

県や市町の災害対策本部やテレビ、ラジオなどの報道からの情報に注意し、

あらかじめ決めておいた避難経路のうちから、どの経路で避難するか選択する。

（６）避難名簿

避難誘導は、利用者の氏名を名簿等で確認しながら行い、車両乗車時に点呼などにより名簿等と照合し、利用者の避難誘導が安全確実に行われたかを確認し、施設の管理者に報告する。
（７）市町、防災関係機関への連絡
施設からの避難を開始したときや避難先への避難が完了したときは、市町や関係防災機関へ連絡する。
（８）避難中のケア

避難車両に同乗して避難中の入所者のケアを行う。

【避難予定場所】

（例）福祉避難所：○○市○○地区 ○○市健康福祉センター

（電話：　　　　　 ）

災害の状況等により、他の広域避難所へ避難先が変更になることもあり得る。

	Ⅲ　職員の役割分担等


　（例示）
１．施設滞在時

（１）指揮班

1)施設管理者を補佐し、各班へ必要な事項を指示
2)施設利用者の状況把握（入所者、家族、出入業者、ボランティア及び職員の人数や健康状態等）
3)関係事業所（併設通所事業所、訪問事業所、同一法人施設）への支援打診
4)避難に関する地元市災害対策本部（担当課)との連絡（避難人数、必要となる車両、資機材、支援員等の連絡及び車両到着時刻等の調整）
5)入所者以外の施設出入り者（家族、出入業者、ボランティアなど）へ退去等の指示（必要に応じて、入所者支援を依頼する場合もありうる）
6)備蓄食糧及び資機材、非常持ち出し品の点検・確保等
【備蓄品及び非常持ち出し品(例示)】
	備 蓄 品 目
	備蓄場所 
	備考

	介護記録　
	
	

	食糧備蓄品
	
	

	処方箋、処方薬、写真付き資料

（本人確認用）
	
	

	携帯ラジオ、懐中電灯、拡声器、乾電池、発電機、無線機
	
	

	応急医薬品（消毒薬、鎮痛剤、下痢

止め、応急セット、包帯、絆創膏、

カットバン、ガーゼ、目薬、携帯用吸入器及び酸素ボンベ、ＡＥＤ等）、
オムツ（紙オムツ） Ｐトイレ 
ブルーシート、毛布、体交マクラ
	
	


7)広域福祉避難所立ち上げのための先発隊の派遣対応
8)避難状況の確認

（２）情報収集・伝達班
1)地元自治体（県･市）が発表する情報を迅速に入手し、指揮班に伝達
2)非番職員への参集指示等の伝達
3)入所者家族、関係機関等（必要に応じて具体的に記載）への避難情報等の伝達

（３）避難誘導班
1)地元自治体（市）から避難指示または屋内退避指示が発令された場合の屋内への避難誘導及び防護措置（窓締め、換気扇の停止、ベッドの移動等）の実施
2)施設所有及び地元自治体（県）が手配した避難車両等までの誘導及び乗車補助
3)避難車両等への備蓄物資等の積み込み
4)避難車両等でのケアの実施

２．避難先施設において
（１）指揮班

1)施設管理者を補佐し、各班へ必要な事項を指示
2)施設利用者の避難先での状況把握（入所者、家族、出入業者、ボランティア及び職員の人数や健康状態等）
3)関係事業所（併設通所事業所、訪問事業所、同一法人施設）への支援打診
4)避難に関する市災害対策本部（担当課)、受入市町災害対策本部との連絡（必要となる支援、資機材、支援員等の連絡等の調整）
（２）情報収集・伝達班
1)地元自治体（県･市）が発表する情報を迅速に入手し、指揮班に伝達
2)入所者家族、関係機関等（必要に応じて具体的に記載）との連絡調整
（３）避難誘導班
1)避難先施設との連携
2)避難先施設への備蓄物資等の積み込み
4)避難先施設でのケアの実施

	Ⅳ　参考資料


１．防災情報連絡網（様式例）
	役職名
	氏名
	住所
	自宅電話
	携帯電話
	通勤時間

	
	
	
	
	携帯メール
	

	施設長
	○○○○
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	事務長
	□□□□
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ
	☆☆☆☆
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	看護職員
	△△△△
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	：
	：
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	介護職員
	▽▽▽▽
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	













２．設備等点検整備表（様式例）
点検整備表
	対象物
	点検事項
	点検担当者

	建築物
	○建築物の耐火性及び耐震性（ 構造、内装、防火区域等）
に異常がないか
○建築物の基礎・土台が老朽化していないか
○外壁又は内壁に亀裂による落下の恐れがないか
○出入口、廊下及び階段に転倒するおそれがある物又は
落下するおそれがある物がないか
○照明器具、時計等は固定されているか
○防火扉の破損等はないか
○機材及び設備が倒壊するおそれがないか
○安全な避難経路が確保されているか
	

	火気使用設備器具関係
	○火気使用設備（ボイラー・ガス関係設備・湯沸所等） 、
火気使用器具（炊事器具、暖房器具及び電気器具全般）
の安全性及び耐震性はどうか
○火気使用設備などは転倒又は落下しないか
○火気使用器具の台座が安全になっているか
○周囲から転倒又は落下するものはないか
○火気使用器具の周囲に燃えやすいものが置いてないか
○ボンベ等の燃料容器の転倒防止ができているか
	

	消防用設備関係
	○消火器等が指定された場所にあるか
○消火器が転倒又は落下し、損傷を受けることはないか
○消火栓及び火災報知機の点検・管理は適切に行われて
いるか
	

	避難用
資機材関係
	○担架、車椅子等の管理が適切に行われているか
○移送用車両・ゴムボート等の整備は適切に行われているか
	


３．災害時支援カード（様式例）

	氏名等
	フリガナ
	○○○○　　○○○○
	年　　齢
	歳

	
	氏　　名
	□　□　　□　□
	生年月日
	 　年 　月 　日生

	
	
	
	性　　別
	男　・　女

	留意事項
	血液型
	型
	その他
特記事項
	

	
	持病
	
	
	


.

利用者の状況等
	利用者の状況
	

	必要な介護等
	

	服薬の状況
	有（薬名：　　　）・　無
	服薬時期
	


家族（保護者）等の明細
	氏　　名
	¹
	²
	³

	利用者との続柄
	
	
	

	住　　所
	
	
	

	電話番号
	
	
	

	勤 務 先
	
	
	

	緊急時の連絡方法
	
	
	

	家族等と異なる
場合、その理由
	
	
	


利用者の引継確認事項【家族（保護者）・避難先施設等】
	
	引継場所
	引継先（家族等）
	続柄
	日　時
	確認方法
	引継責任者

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	


※　平常時においては、個人情報保護の観点から情報の管理に十分留意しておく。

４．利用者移送計画（様式例）
（第　班）
	１
	移　　　　送
責任者
	【平日】

	
	
	【休日】

	２
	被移送者
（利用者）
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	
	
	
	【状態】

	３
	移送場所
	

	４
	移送方法
	【所要推定時間：　　　】


	５
	移送経路
	

	６
	移送に必要な
資機材
（不足する場合の調達方法（調達先・連絡先））
	

	７
	備考
	


５．救急医薬品一覧表（様式例）
	分類
	品名
	数量
	保管場所
	使用期限

	内服薬
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	外用薬
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	■■
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


６．備蓄品等一覧表（様式例）
	分類
	品名
	数量
	保管場所
	使用期限

	飲料水、食料等
	飲料水
	
	
	

	
	米
	
	
	

	
	非常食
	
	
	

	
	なべ
	
	
	

	
	食器
	
	
	

	
	カセットコンロ
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	情報機器
	ラジオ
	
	
	

	
	携帯テレビ（ワンセグ）
	
	
	

	
	メガホン
	
	
	

	
	携帯電話（充電器含む）
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	照明等
	懐中電灯
	
	
	

	
	ローソク（ローソク台を含む）
	
	
	

	
	携帯用発電機
	
	
	

	
	電池
	
	
	

	暖房資材
	石油ストーブ
	
	
	

	
	灯油
	
	
	

	
	携帯カイロ
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	作業資材
	スコップ
	
	
	

	
	ツルハシ
	
	
	

	
	合板
	
	
	

	
	のこぎり
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	移送用具
	車いす
	
	
	

	
	ストレッチャー
	
	
	

	
	担架
	
	
	

	
	おんぶ紐
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	避難用具
	地図
	
	
	

	
	テント
	
	
	

	
	ビニールシート
	
	
	

	
	ヘルメット
	
	
	

	
	防災ずきん
	
	
	

	
	避難用車両
	
	
	

	
	移送用ゴムボート
	
	
	

	
	ロープ
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	医薬品等
	医薬品
	
	
	

	
	ガーゼ
	
	
	

	
	包帯
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	衛生用品
	紙おむつ
	
	
	

	
	生理用品
	
	
	

	
	　　：
	
	
	

	その他
	タオル　　
	
	
	

	
	下着
	
	
	

	
	　：
	
	
	

	非常持ち出し品
	　：　　　　(担当；○○)
	
	
	

	　　：
	：
	
	
	


７．初動対応事項一覧表（様式例）
初動対応
	初動対応者名

（住所）
	地震・津波災害
	風水害・土砂災害
	原子力災害

	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）


	（対応事項）



	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）


	（対応事項）



	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）


	（対応事項）



	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）


	（対応事項）



	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）


	（対応事項）



	（　　　　）
	（対応事項）


	（対応事項）


	（対応事項）


































宿直





☆☆☆☆











事務長









































△△△△








施設長





作成例





コメント：施設の実情に応じて、具体的に記載する





コメント：地元自主防災組織や町内会、婦人防火クラブ等の民間防火組織から得られる支援内容及び連絡先を記載。
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